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概要 

本研究開発では、被災したケーブルテレビの幹線伝送路の速やかな復旧に資することを目的として、有線（同軸ケーブ

ル又は光ファイバ）による幹線伝送路の復旧に時間を要する場合に、無線を用いて当該伝送路を応急復旧するための伝送

装置に関する要素技術・実装技術等の研究開発を行い、小型・軽量で可搬型の23GHz帯の無線伝送装置を試作開発して、

実証実験を通じてその性能と有効性、並びに実用化・製品化に耐えうることを検証した。 
 
１．まえがき 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災において

は、ケーブルテレビの幹線伝送路でも多数の箇所が切断さ

れ、離島への海底ケーブルも断になるなど復旧までに１ヶ

月以上を要した。 
現状のケーブルテレビの幹線伝送路では、２ルート化な

どの冗長構成が採られている場合もあるが、離島、橋梁設

置や山間部等では、幹線の２ルート化が困難な場合が多く、

復旧に時間を要することになる。 
本研究開発では、こうした有線（同軸ケーブル又は光フ

ァイバ）によるケーブルテレビ伝送路で復旧に時間を要す

る場合に、無線を用いて当該伝送路を応急復旧するための

伝送装置について研究開発を行い、実証実験を実施し、そ

の有効性を検証した。 
本無線伝送装置の使用により、ケーブルテレビが早期に

復旧し、身近な情報源であるテレビ放送やコミュニティチ

ャンネルを通じて、多くの人に災害復旧に必要不可欠なき

め細やかな情報を速やかに提供することが可能になる。 
 

２．研究開発内容及び成果 
 現行のケーブルテレビで利用可能な 23GHz帯無線伝送

装置は、固定局としての設置での利用を前提としており、

無線部とアンテナ部の接続に時間を要し、あわせて、長距

離伝送を行うためには電力を必要とするなどの課題があ

る。このため、可搬型として用いるには、小型・軽量化、

一体化に加え、省電力化の研究開発が必要である。 
また、災害の状況によっては、商用電源がすぐに回復す

るとは限らないことから、蓄電池や自家用発電機、自動車

バッテリー等の電源供給方法に対応できるように電源部

の開発を行う必要がある。 
さらに、風雨や運搬時の振動に対する耐久性を確保する

とともに、緊急時の運搬を容易にすることも必要である。 
これらを勘案し、次の到達目標： 

(ア)地上デジタル放送やコミュニティチャンネル等を非

再生中継方式により７チャンネル以上伝送可能 
(イ)２種類以上の電源供給方法に対応可能 
(ウ)同軸ケーブル又は光ファイバのいずれの幹線にも代

替可能 
(エ)屋外設置に耐えうる防水機能を有する小型で省電力 
を設定して研究開発を行い、実証実験を実施した。試作開

発した無線伝送装置のシステム構成を図 1 に示す。 
主な研究開発内容は以下のとおりである。

 

収納ケース

バッテリー
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Vステータス確認
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光  
図 1 試作開発無線伝送装置のシステム構成
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2.1 小型化 
ケーブルテレビの幹線応急復旧という利用目的にあっ

た 23GHz 帯可搬型無線伝送装置として、408MHz～
644MHz の周波数帯域（236MHz）で最大 39 チャンネル

のデジタルケーブルテレビ信号群を、非再生中継により、

対向方式で 3km 程度の伝送が可能な小型無線装置を開発

した。 
無線装置の小型化を実現するため、ディスクリート部品

を見直し、23GHz 帯フロントエンド部分のモジュール化

を行った。既存の無線装置では、テレビ信号と 23GHz 帯

信号とを一度に周波数変換（シングル・コンバージョン方

式）していたためフィルタサイズが大きくなっていたが、

周波数変換を２段階（ダブル・コンバージョン方式）とす

ることにより、フィルタに対する要求を緩和でき、23GHz
帯フロントエンド部の小型化（60%減）が実現できた。そ

の結果、同軸と光の２つのインタフェース、２種類の電源

電圧への対応等を実現しつつ、既存の無線装置より更に小

型化できた（試作開発装置は既存無線装置の約 35%減）。 

2.2 軽量化 
現行の 23GHz 帯無線伝送装置（固定局）の重量を決め

ている大きな要素はダイキャスト筐体である。ダイキャス

ト筐体は、堅牢性、密閉性が高く、高い放熱性を持つが、

悪環境下での連続使用に耐えるために肉厚としており、非

常に重くなっている。 
そこで、筐体部の材質を見直し、アルミ材に変えて軽量

化を実現し（筐体部のみで約 50%減、装置質量は約 30%
減）、放熱性と屋外使用に耐えうる気密性を確保した。こ

れにより、テレビジョン放送用無線中継伝送装置（FPU）

で使用される三脚や簡易ポールへの取り付けが可能とな

った。図 2 に無線装置概観を示す。 
あわせて無線装置の運搬性・保管性を高めるため、装置

一式をボックス収納することについての検討を行い、ペリ

カンケースと呼ばれる堅牢、かつ防塵・防水性能に優れた

（IP67 相当）ケースに無線装置、0.3m 径パラボラアンテ

ナ、ケーブル類等を収納し、運搬性と保管性を向上させた。

図 3 に収納ケースを示す。 
 

小型・
軽量化

495mm
343mm

197mm

質量22kg 質量：15.4kg

178m
m

 
 

図 2 無線装置概観 

 

BOX
収納

無線装置 0B3m径パラボラ

成端接続箱、ケーブル等を含む
0B6m径パラボラ  

 

図 3 収納ケース 

 

2.3 複数電源対応と低消費電力化 
ケーブルテレビ用機器では、一般に AC30V や AC60V

の電源が使用されていることが多いが、災害時における商

用電源の確保が困難な状況下で用意できる電源として、発

電機の AC100V と車載バッテリーの DC12V を想定し、こ

れら電源に対応する小型で効率の良い電源装置（AVR：

Automatic Voltage Regulator）を試作開発した。これによ

り無線装置の小型化が図られた。 
また、効率を改善し、消費電力の低減を実現するととも

に、発電機や車載バッテリーを無線装置の電源としたとき

でも安定して動作することを確認した。 
なお、より安定性を高めるためにフローティングタイプ

の無停電電源装置（UPS）を導入することが有効であり、

小型で可搬性に優れた市販品の UPS が比較的安価で入手

可能である（図 4 参照）。 
 

2.4 同軸・光インタフェース対応 
既存の固定局用 23GHz 帯無線伝送装置のインタフェー

スは同軸ケーブルのみであったが、試作開発した無線伝送

装置では光インタフェースを実装し、同軸又は光ファイバ

の双方のケーブルに対応できるようにした。このことによ

りケーブルテレビ網への導入の利便性と汎用性を向上さ

せた。 
無線伝送装置の光インタフェースとしては、ワンタッチ

で接続可能で、防水性に優れ、光信号伝送と電気信号伝送

に加えて電源供給が可能なテレビカメラ用の光複合コネ
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クタと光複合ケーブルを採用した（図 4 参照）。 
これにより、無線装置内での光ケーブルの融着や端末処

理が不要になり、電源（AC100V）も一本のケーブルで供

給できるため、緊急時の設置性が向上した。 
 

23GHz帯
無線装置

同軸 同軸(FT)

光
ｶﾒﾗ
ｺﾈｸﾀ

成端
接続箱

予備電源
(DC12V)

発電機

車のシガーソ
ケット/ バッテ

リー

AC100V

DC12V

UPS

光複合ケーブル

光複合ケーブル  
 

図 4 電源装置接続系統（UPS利用時）と同軸・光インタフェース 

 
2.5 簡易設置・調整方式の確立 
無線伝送距離に応じたアンテナを使用でき、かつ効率的

にボックス収納できるようにするため、無線装置とパラボ

ラアンテナ（0.3m 径と 0.6m 径）が容易に脱着可能な方式

を採用し、簡単に取り外しができる機構（ターンキャッチ

構造）を試作して実装した(図 5 参照)。これにより無線装

置とアンテナの接続に導波管類を使用しなくてすむため、

既存の 23GHz 帯無線伝送装置（固定局）で必要とされて

いた導波管の端末加工が不要となり、無線伝送路の早期構

築が可能となった。 
 

ターンキャッチ構造

アンテナ 無線装置

接続状態

アンテナ 無線装置

取り外し状態
無線筐体とアンテナをロックする鍵
（必要となる特殊工具はこれのみ！）

 
 

図 5 ターンキャッチ構造と金具 

 

また、既存の 23GHz 帯無線伝送装置（固定局）よりも

小型・軽量化を実現したことにより、三脚や簡易ポールへ

の設置ができ、ケーブルテレビ伝送路の迅速な応急復旧が

可能となった（図 6 参照）。 
さらに、従来、アンテナ方向調整で必要とされていたス

ペクトラムアナライザ等の測定器を用いることなく、簡易

に無線伝送路の構築ができるように、23GHz 帯無線受信

装置へレベルインジケータの導入を検討し、実装した（図

7 参照）。併せて、より細かな受信レベルや無線装置のステ

ータス等を汎用のパソコン等で確認できるように LAN イ

ンタフェースを実装し、保守性を高めた。 

 

23GHz帯無線伝送装置 23GHz帯無線伝送装置屋外設置

23GHz帯無線伝送装置
無線装置、パラボラアンテナ、
成端接続箱より構成され、三脚
設置が可能です。

23GHz帯無線伝送装置屋外設置
無線伝送装置は、専用の取付
金物を用いてポールマウントが
可能です。

 
 

図 6 無線装置の三脚又は簡易ポールへの設置例 
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レベルインジケータ（受信機）

レベルインジケータ（受信機）
受信レベルを3dBステップで
LED表示します。

受信レベル表示

レベルインジケータ、及びモニ
タツールによる受信レベル表示。

受信レベル表示  
 

図 7 レベルインジケータ 

 

2.6 実証実験 
(1) 公開実験 
試作開発した 23GHz 帯無線伝送装置は、災害時には「研

究開発課題⑧ 可搬型緊急用ヘッドエンド設備」と接続し

て利用することが想定されるため、その接続検証を公開実

験の形で、研究開発課題⑧の受託研究機関であるＤＸアン

テナ株式会社とともに実施した。その概要は次のとおりで

ある。 
・日時：平成 25 年 1 月 31 日 
・場所：宮城県気仙沼市 
・実験の概要：気仙沼市民会館屋上から安波山駐車場まで

の 1.2km の無線伝送路を構築し、可搬型緊急用ヘッドエ

ンド設備で受信した映像信号を光信号で無線装置に入

力し、無線伝送後の映像と信号品質を測定器（スペクト

ラムアナライザ）及びテレビジョン受信機で確認した

（図 8 参照）。 
・参加者：総務省、気仙沼市、日本 CATV 技術協会、日本

ケーブルテレビ連盟、ケーブルテレビ関係者、報道関係

等の関係者 
・接続検証の結果：両装置の親和性が高いことが確認でき

た。さらに公開実験については、地元紙である三陸新報

にも取り上げられた（平成 25 年 2 月 3 日発行）。

 

気仙沼市民会館屋上（送信局） 安波山（受信局）への見通し 気仙沼市民会館（送信局）への見通し 安波山駐車場（受信局）

成端
接続箱

複合ケーブル：50m
（AC100V/光信号）

可搬型ヘッドエンドより

AC100V発電機

同軸ケーブル
（映像RF信号）

成端
接続箱

AC100V 発電機

複合ケーブル：10m
（AC100V）

市民会館屋上

光ケーブル
（映像光信号）

気仙沼市民会館（送信局） 安波山駐車場（受信局）

測定器

TV
1.2km

公開実験（平成25年1月31日）

 
 

図 8 公開実験系統図 

 

(2) 実証実験 
試作開発した無線装置の性能及びその有効性について、

実証実験で以下のとおり検証した。 
・日程：平成 25 年 2 月 3 日から 2 月 25 日 
・場所：宮城県気仙沼市 
・実験の概要：海上伝搬を含む 1.4km の無線伝送路を構築

し、23GHz 帯の周波数でデジタルケーブルテレビ信号

を無線伝送し、無線伝送品質の評価、及び無線伝送装置

の安定性を検証した（図 9 参照）。併せて、無線装置の

使い勝手等の評価をアンケート形式で実施した。 
・実験の結果：期間を通じて、信号品質が劣化することも

なく安定稼働していることを確認した。信号品質の測定

結果は次のとおりである（図 10 参照）。 

4



 

 

耐災害 ICT 研究センター開所シンポジウム「耐災害 ICT 研究の推進」 
情報通信ネットワークの耐災害性強化のための研究開発 

①無線伝送後の変調誤差比（MER）は概ね無線伝送前の

信号品質に依存している。無線伝送前の信号によらず

に無線伝送後の MER が劣化したケースは、その全て

が降雨減衰によるもので、実験期間中、降雨や降雪に

より MER が大きく劣化するような現象は見られず、

良好な信号品質を保っており、安定稼働していると判

断できる。 

②無線伝送後のビット誤り率（BER）は、無線伝送前の

信号品質に依存している。実験期間中、降雨や降雪、

無線伝送装置に起因するビット誤りは発生せず、無線

装置は安定して稼働していると判断できる。 
また、無線装置の使い勝手に関して、設置・調整方式に

ついては一定の評価を得たが、可搬性については及第点で

はあるものの、更なる向上を期待するとの評価を頂いた。

 

1.4km

：送信局

：受信局

受信局への見通し

送信局への見通し K-NET様
ヘッドエンド

23GHz帯

25GHz帯
(測定データ通信用)

送信局設備 受信局設備

降雨強度計
ｹｰﾌﾞﾙ
ﾓﾃﾞﾑ

海上伝搬

23GHz帯無線
送信装置

23GHz帯無線
受信装置

データ通信

インターネット

デジタル映像信号

1.4km

※伝送するデジタルケーブルテレビ信号は、気仙沼ケーブルネットワーク（株）様（K-NET）より提供頂きました。

実証実験（平成25年2月3日～2月25日）

 
図 9 実証実験フィールドと実験系統図 

 

変調誤差比（MER） ビット誤り率（BER）
 

 

図 10 信号品質の測定結果 

 

2.7 研究開発成果の普及・促進などに係る取り組み 
研究開発した災害時におけるケーブルテレビ応急復旧

システム（幹線応急復旧用無線伝送装置）について、一般

社団法人 日本ケーブルテレビ連盟及び一般社団法人 日
本 CATV 技術協会の会合において紹介するとともに、総

合通信局及び展示会で、試作開発した 23GHz 帯無線伝送

装置の展示・説明を行い、研究開発成果の普及につとめた。 
 

３．今後の研究開発成果の展開及び波及効果創出へ

の取り組み 
本研究開発成果に基づき、移動局又は固定局利用に対応

可能なケーブルテレビ幹線応急復旧用無線伝送装置の実

用化・製品化に取り組み、平成 26 年 2 月 1 日に 23GHz 帯

可搬型無線伝送装置の商用提供を開始した。また、平成

25 年度内に、ケーブルテレビ網の強靭化用として 4 対向

の製品納入を予定している。 

当面の 23GHz 帯無線伝送装置の適用分野としては、災

害時等におけるケーブルテレビ伝送路の応急復旧や、被災

地域におけるケーブルテレビ網が整備されるまでの仮伝

送設備等としての使用の他、海底ケーブル、河川横断等に

おけるケーブルテレビ網の強靭化のための固定局利用、地

デジ共聴設備へのアクセス回線（恒久対策）等が考えられ

（図 11 参照）、今後、それらにあった無線伝送装置をケー

ブルテレビ事業者他に提供して、研究開発成果の社会展開

を図っていきたい。 
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図 11 想定される導入シーン

４．むすび 
本稿で平成 23 年度補正予算（第 3 号）による「災害時

におけるケーブルテレビ応急復旧システム（幹線応急復旧

用無線伝送装置）」の研究開発内容とその成果について紹

介した。 
本研究開発で試作開発した 23GHz帯可搬型無線伝送装

置は、以下のような機能を有し、幹線応急復旧用として実

用化・製品化に耐えうることを検証できた。 
・陸上移動局として最大 39 チャンネルのデジタルケーブ

ルテレビ信号の 3km 程度の無線伝送が可能（固定局利

用では最大 62 チャンネルの無線伝送が可能） 
・伝送距離に応じて、２つのパラボラアンテナ（0.3m 径

と 0.6m 径）を容易に交換可能 
・２種類（AC100V と DC12V）の電源供給、並びに同軸

と光の２つのインタフェースに対応可能 
・小型化・軽量化を実現し、堅牢なケースに収納して運搬

と保管が容易で、三脚や簡易ポールへの取付けが可能 
本研究開発で得られた成果は、ケーブルテレビの移動局

だけでなく固定局による無線伝送にも適用可能であり、適

用分野の拡大並びに 23GHz帯無線伝送装置の商用提供と

利活用の推進により、災害に耐えうるケーブルテレビ網の

実現に貢献していきたい。 
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